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 The ultrasonic testing (UT) has been carried out according to the JEAC 4207 in our country’s ISI. In this code, 

though the ultrasonic personnel are required to the education and training concerning the UT of ISI in the nuclear 
power plant, the detail contents of these items are not described. Therefore, the ultrasonic personnel are trained to 
learn and maintain high-level skills such as defect detection, classification of defect echoes and so on, using the own 
training program of the inspection companies. Thus, the importance of education and training for ultrasonic personnel 
is recognized. Then, authors were investigated the advantages of education and training for the ultrasonic examiners 
using the defect detection capability test in austenitic stainless steel piping welds specimen. From the analysis and 
evaluation of the results, the major improvement of the defect detection capabilities after education and training was 
shown. On the other hand, in order to keep the skills of the ultrasonic personnel, it is necessary to construct the 
education and training program with transparency, objectivity and fairness. The establishment of education and 
training program for the ultrasonic personnel has been investigated. This paper indicates the outline of study of the 
effectiveness of education and training for ultrasonic examiners in austenitic stainless steel piping welds, and the 
outline of the education and training program for ultrasonic personnel. 
 
Keywords: Ultrasonic Personnel, Effectiveness of Education and Training, Austenitic Stainless Steel Piping 

Welds, Flaw Detection Capability Test, Skill Learning, Skill Verification, Education and 
Training Program 

 

１．緒言 

わが国の原子力発電プラントの供用期間中検査

（ISI：In-Service Inspection）における超音波探傷

試験（UT：Ultrasonic Testing）は、ISI の UT 規

程である日本電気協会電気技術規程 JEAC 4207「軽

水型原子力発電所用機器の供用期間中検査における

超音波探傷試験規程」[1]に従って実施している。こ

の規程には、検査員（試験評価員及び試験員）に対

して ISI において UT を実施するための教育・訓練

及び UT 検査員としての経験について要求している

ものの、具体的にどのような内容の教育・訓練が必

要かは明記されていない。そのため、各検査会社で

は、独自に作成した教育・訓練プログラムを用いて、

検査員に対して教育・訓練を行い、探傷（欠陥検出）

に関する技量の習得・維持に努めている。これらの

運用については、現状、問題が生じていないものの、

UT 検査員の探傷技量の維持・向上を継続的に確保

するために、透明性及び客観性のある制度の構築が 

 

 
 

要望されている。 
このように、検査員に対する教育・訓練の重要性

は認識されているものの、これらの調査、研究につ

いては、過去に、欠陥検出性に及ぼす時間経過の影

響に関する調査等[2][3]が報告されている程度で、検

査員に対する教育・訓練の効果を定量的に評価した

報告はない。 

そこで、著者らは、オーステナイト系ステンレス

鋼（以下、ステンレス鋼）配管溶接継手試験体を用

いて UT による欠陥検出性試験を行い、試験員の探

傷技量の向上に及ぼす教育・訓練の効果について検

討した。その結果、教育・訓練後に欠陥検出性が大

幅に改善されたことから、試験員の探傷技量向上に

教育・訓練が有効であることを明らかにした[4]。 

このような背景から、ISI の UT を実施する検査

員に対して、探傷技量の習得・維持・向上を目指し

た、UT 教育・訓練制度の構築に向けた検討を進め

ている。 

本報告では、上記で述べた「試験員に対する教育・

訓練の有効性」に関する検討結果の概要を示すとと

もに、現在検討中の UT 教育・訓練制度の概要につ

いて紹介する。 
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２．教育・訓練効果の概要 

わが国の ISI において、例えば、ステンレス鋼配

管の突合せ溶接継手の UT については、対象継手の

多さ、アクセス性等の観点から、一般に手動 UT が

行われ、一人の試験員が、探傷から記録作成までの

作業を行っている。これらの作業において、試験員

には、検出したエコーから欠陥エコーを確実に検出

することが求められ、さらに形状エコー等欠陥以外

のエコーについても、エコーの反射源を特定し、分

類するための技量が求められている。そのため、試

験員個人の技量が探傷結果に大きく影響する。 

このような状況から、著者ら[4]は、ステンレス鋼

配管の突合せ溶接継手試験体を用いた手動 UT によ

る欠陥検出性試験を行い、その中間段階で実施した

試験員に対する教育（対象継手の探傷手法、検出エ

コーの反射源を分類するための要点等）前後の探傷

結果から、欠陥検出性、検出エコーのエコー高さ等

について分析し、評価を行った。 

以下に、これらの結果の概要を示す。 

用いた試験体は、口径 350A、板厚 25mm の配管

状及び短冊状のステンレス鋼配管の突合せ溶接継手

試験体で、その形状・寸法を Fig.1 に示す。これら

の試験体は、欠陥付与試験体（SCC 亀裂及び EDM

ノッチ）及び無欠陥試験体である。 

用いた装置は、汎用のデジタル超音波探傷器（型

式：UI-25）及び振動子寸法 10×10mm、周波数 2MHz

の横波斜角超音波探触子（公称屈折角：45°）で、ISI

の UT で使用しているものと同様の機材である。 

試験員は、UT レベル 2 を保持している 14 名で、

年齢構成は 20～30 代が 11 名、資格保持期間 3 年以

下が 11 名であった。また、斜角探傷の経験者が 5

名、未経験者が 9 名で、その多くが探傷経験の比較

的浅い試験員とした。これは、技量の高い熟練試験

員より、探傷経験の浅い試験員の方が、教育・訓練

の効果が顕著に現れると考えたためである。なお、

試験前に、試験員が基本的な探傷技量を有している

ことの確認を行った。 

試験手順は以下とし、試験員は、試験体を用いて

探傷し、探傷記録の作成を行った。 

① 試験員に対する指示書の説明 

② 教育前の探傷（記録作成を含む） 

③ 中間段階での教育 

④ 教育後の探傷（記録作成を含む） 

⑤ 試験結果の分析・評価 

試験員は、教育前後で各々8 体程度の試験体を探

傷した。試験体は、試験員に探傷終了後に 1 体ずつ

支給し、試験体の後戻り探傷は行わないこと、また、

同一の試験体の繰返し探傷による結果への影響を排

除するため、教育前後で同一試験体の探傷は行わな

いこととした。 

中間段階での教育では、ステンレス鋼配管の突合

せ溶接継手試験体の超音波特性、想定欠陥（SCC 亀

裂）の形態、配管の溶接継手の探傷で検出されるエ

コー源の種類、欠陥検出の着眼点および注意点等の

説明を行った。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
欠陥検出性試験における教育前後の分析結果の一

例を Fig.2 に示す。図は、全探傷試験体（欠陥付与

試験体および無欠陥試験体）のデータを対象に、教

育前後の正答率、欠陥の見逃し率及び欠陥の誤検出

率の変化を調べた結果である。ここで、正答率、欠

陥の見逃し率及び誤検出率は、以下のように定義し

た。 

・正答率：対象探傷部位（欠陥付与部位＋無欠陥部

位）において、対象件数（全指示数＋無

欠陥部位数）に対する正答数（欠陥を欠

陥と評価した指示数＋無欠陥部位を無欠

陥と評価した数）の比率（TCP：True Call 

Probability） 

・欠陥の見逃し率：対象件数に対する欠陥の見逃し

数（欠陥エコーを欠陥以外のエコーと判

定した数＋欠陥の未検出数）の比率

（MCP：Miss Call Probability） 

・欠陥の誤検出率：対象件数に対する欠陥の誤検出

数（欠陥以外のエコーを欠陥エコーと判

定した数）の比率（FCP：False Call 

Probability） 
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 Fig.2 より、教育前後の結果をみると、正答率は、

57%から 78%と大幅に向上し、それに伴って、見逃

し率及び誤検出率はともに半減する結果であった。 

 ステンレス鋼配管溶接継手の探傷で検出される代

表的なエコーは、Fig.3 に示すように、欠陥エコーの

他に、裏波部エコー、柱状晶伝搬エコー等のエコー

がある。ここで、欠陥の見逃し及び誤検出の要因に

ついて調べた。欠陥見逃し時の誤判定エコーの要因

を、Fig.4 に示す。図には、欠陥エコーを欠陥以外の

エコー（裏波部エコー、内表面エコー、境界面エコ

ー等）と誤判定したエコー及び欠陥の未検出の件数

を、教育の前後で並べて示す。誤判定エコーは、教

育後に全般的に減少したが、裏波部エコーの件数が

7 件あった。また、欠陥の未検出数は、教育後に若

干増加し 13 件で、裏波部エコーと合わせると 20 件

となり、見逃し数全体（25 件）の 80%を占めた。 

次に、欠陥の誤検出エコーの要因をFig.5に示す。

欠陥以外のエコー（裏波部エコー、柱状晶伝搬エコ

ー及び表面エコー）を欠陥エコーと誤検出した件数

は、教育後に半減したが、裏波部エコーが 16 件と全

体（205 件）の 8%程度であった。 

上記の結果から、教育後に正答率は向上し、欠陥

の見逃し率および誤検出率が減少したことから、試 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

験員に対する教育の効果が顕著に認められたと言え

る。一方、欠陥の見逃し率及び誤検出率の要因分析

から、欠陥エコーと裏波部エコーの識別性向上、及

び欠陥の未検出の低減が改善項目であった。 

なお、本試験に参加した試験員は、探傷経験が比

較的浅かったこと、中間段階で実施した教育・訓練

は、主に座学による知識習得であったことなどから、

このような結果が示されたものと考えられる。 

また、試験員個人の技量に差が生じる結果も示さ

れ（本稿では、図は未掲載）、個人の技量レベルに応

じた訓練を繰返し実施することの重要性も示された。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

３．UT教育・訓練制度 

3.1 制度の概要 

UT 検査員の技量の維持・向上には、上記で述べ

たように、試験員に対する教育・訓練の有効性が示

されたことから、ISI における検査員の探傷技量の

習得及び維持を目的とした、教育・訓練制度につい

て、以下の考え方をもとに検討することとした。 

① 透明性、客観性、公正性を確保した制度とする。 

② 現行の UT 規程（JEAC 4207）に基づく手順書

を用いた探傷を前提とする。 

③  対象機器は、ステンレス鋼配管溶接継手を優先

して検討する。 
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④  訓練内容は、UT に関する知識及び探傷技量の

習得（技量習得）とその確認（技量確認）で構

成する。 

⑤ 技量確認では、海外の方法（特に、米国の PD 制

度）と比較して遜色の無い達成度を設けた内容と

する。 

 

上記の考え方をもとに検討した UT 教育・訓練制

度（案）の枠組みを Fig.6 に示す。本制度では、透

明性及び客観性を確保するため、中立訓練機関（第

三者機関）を設置することとする。中立訓練機関で

は、訓練プログラム、訓練用教材（試験体、探傷機

材、標準手順書等）等を整備し、本制度の管理・運

営を行うものとする。また、訓練対象者は、試験員

及び試験評価員に加えて、試験員及び試験評価員に

対して定期的に訓練を行う訓練指導員とし、それぞ

れの業務内容に関する訓練を行うこととする。なお、

訓練内容は、UT に関する知識と試験体を用いた実

技による探傷技量の習得（技量習得）とし、技量確

認では、達成基準を満足した訓練対象者を認定する

こととする。ここでの訓練は認定訓練とし、有効期

間が満了した検査員は、更新訓練を受講することで、

探傷技量を継続することが可能となる。このように

運用することで、検査員の探傷技量を維持・継続す

ることができるものと考える。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3.2 試運用 

上記 3.1 項では、UT 教育・訓練制度の構築に当

たっての考え方に基づいて、訓練内容等について検

討した。これらの訓練内容が、実運用にあたって適

切に実施できるかを評価するため、「検査員に対する

訓練の試運用」を行い、訓練内容の妥当性の評価及

び課題の抽出を行った。 

試運用の概要を、Fig.7 に示す。図より、対象機器

はステンレス鋼配管溶接継手とし、試験員、試験評

価員及び訓練指導員に対する訓練を実施した。ここ

で、各訓練の受講者は、原子力プラントメーカの協

力を得て、実機の ISI で UT 検査員としての経験を

有する者とした。試験員訓練では、ISI における UT

に関する知識及び試験体を用いた実技による探傷技

量の習得を行い、その後、技量確認を行うこととし、

訓練日数は 5 日間とした。次に試験評価員訓練では、

検出エコーの反射源の特定、探傷記録の承認等に関

する知識及び評価演習による技量習得を行い、その

後、技量確認を行うこととし、訓練日数は 3 日間と

した。さらに、訓練指導員訓練では、試験員及び試

験評価員の技量維持を目的に定期的に訓練するとき

の指導方法に関する技量習得を行い、その後、技量

確認を行うこととし、訓練日数は 2 日間とした。 

上記の訓練内容に基づいて試運用を行った。その

結果、各訓練において、すべての受講者は、業務を

遂行する技量を十分保持していることが確認できた。

また、訓練内容（カリキュラム、訓練方法等）につ

いては、概ね妥当であるとの評価を得た。なお、訓

練用試験体の数量不足、時間配分の見直し等が課題

として挙げられた。これらの課題は、訓練内容案に

反映し、改善を図っていく予定である。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

４．結言 

オーステナイト系ステンレス鋼配管溶接継手試験

体を用いた UT による欠陥検出性試験結果から、試

験員の探傷技量の向上には、教育・訓練が極めて有

効であることが示されたことから、ISI における UT

検査員に対する探傷技量の習得・維持を目的とした、

UT 教育・訓練制度の構築に向けた検討を行い、枠

Fig.6 Outline of UT education and training program

Fig.7 Outline of trial of education and training program
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組み、訓練内容等について纏めた。さらに、訓練内

容の妥当性を評価するために、「検査員に対する訓練

の試運用」を行った。これら結果を以下に纏める。 

 
(1) オーステナイト系ステンレス鋼配管溶接継手試

験体を用いた UT による欠陥検出性試験結果か

ら、試験員の探傷技量の向上には、教育・訓練

が極めて有効であることを示した。 

(2) UT 教育・訓練制度について、基本的な考え方を

もとに、枠組み、訓練対象者、訓練内容（カリ

キュラム、訓練方法等）等について概要を纏め

た。 

(3) 上記 UT 教育・訓練制度案に沿った「検査員に

対する訓練の試運用」を行った結果、訓練内容

は概ね妥当との評価が得られた。また、訓練用

試験体の充実等が課題として挙げられた。 

(4) 上記の結果から、UT 教育・訓練制度案について

は、今後、さらに詳細内容の詰めを行うととも

に、実効性のあるものに改善を図っていく。 
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